
第２号様式（第８条関係）
年　　　月　　　日　
尾張旭市生産性向上設備投資促進補助金補助事業計画書
１　申請者の概要

	法人名・屋号
	

	事業所所在地
	〒　　 　－



	業種
	□　製造業
	□サービス業

	
	□　建設業
	□飲食業

	
	□　設備工事業
	□理美容業

	
	□　運送業
	□医療業

	
	□　不動産業
	□福祉事業

	
	□　卸売業
	□その他（　　　　　 業）

	
	□　小売業
	

	資本金
	         　　　　　　  円

	従業員数
	   　　　　　　　 名（うちﾊﾟｰﾄ・ｱﾙﾊﾞｲﾄ　　　　　名）


２　参考情報

	本補助事業計画書を策定する上で支援を受けた外部機関等の名称　　　　　　　　　
	（審査には影響しません。）



	　
	


３　事業内容等

	⑴　申請者の事業内容

	商品、製品、サービス内容を具体的に記載

	

	⑵　導入する設備の内容

設備の名称及び型番

単価（千円）

数量

役割

⑶　補助事業により生産性向上が見込まれる項目

	該当する項目にチェック（複数可）

	□　作業の省力化（例：作業の負担や作業時間を減らす取組等）

□　作業の省人化（例：従来必要であった人員を減らしても同じ業務を実施

できるようにする取組等）

□　売上高の増加（例：数量や付加価値の増加に資する取組等）

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	⑷　補助事業により生産性向上を図る取組内容

	ア　現状の課題

	

	イ　期待できる現状の課題解決・効果

	

	⑸　事業収支計算書

	⑷イに記載した設備等の導入に伴う生産性向上により、どの程度付加価

値額が増加するのかを数値で記載してください。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

　年　　月期

（a）

年　　月期
　年　　月期（b）

　後期/前期

（b/a）×100

前期　※１

投資時期を含む決算期

後期　※２

①売上

％

②営業利益

％

③人件費　※３

％

④減価償却費

※３

％

⑤付加価値額

（ ②+③+④ ）

％

⑥従業員数

正社員

％

　　非正規社員

％

⑦労働生産性

（ ⑤÷⑥ ）

　　　　　

　　　　　 ％

　　　 ※４

※１　前期は令和７年４月～令和８年３月の間に到来する決算期とすること。

※２　後期は投資実施時期を含む決算期の翌決算期とすること。
なお、補助事業完了後、実施状況等を確認する場合があります。

※３　製造業においては、製造原価と販売費及び一般管理費との人件費を合算して

記載すること。

※４　１０１．５％以上となる計画であること。

	上記事業収支計算書の数値算定の根拠（単価、数量）について具体的に

記載してください。



	⑹　事業場内最低賃金時給換算額　※５

	令和７年１２月
令和　年　　月
基準となる締日又は支給日（c）

補助事業完了時直近の締日又は支給日（d）

賃金引き上げ額（d-c）

円

円

円 

※６

※５　（基本賃金＋最低賃金の対象となる手当）÷１か月平均所定労働時間

※６　５０円以上の賃上げを実施していること（賃金台帳にて確認します。）。

	⑺　実施スケジュール

	実施項目

実施時期

１

交付決定

２

発注

３

納品

４

運用

５

実績報告

※　上記各実施時期については、必ず記入すること。




